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当社のコーポレート・ガバナンスの状況は以下のとおりです。

Ⅰコーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方及び資本構成、企業属性その他の基本情報

１．基本的な考え方

当社は、持続的な成長による企業価値の向上と、企業経営の健全性を重視した企業活動を通じて、長期的かつ安定的な株主価値の向上を目指
しております。そのために、経営効率の向上、経営の透明性・ 公平性の確保、意思決定の迅速化、監督機能の強化に努め、ステークホルダーに

対する経営責任を果たしてまいります。

【コーポレートガバナンス・コードの各原則を実施しない理由】

【補充原則２－４①　中核人材の登用等における多様性の確保】

当社は、管理職への登用は性別・国籍・採用経緯によらず当社のポリシーへの理解と実践、能力、経験等を総合的に勘案し登用しております。

中長期的な企業価値の向上には個人を尊重し、多様性のある組織風土の醸成により、多様な人材の能力をいかんなく発揮できる環境を整備する
ことが重要であると認識しており、多様な人材の採用、適正配置と活用に積極的に取り組んでおります。

【コーポレートガバナンス・コードの各原則に基づく開示】

【原則１－４　政策保有株式】

当社は政策保有株式として上場株式を保有していません。

【原則１－７　関連当事者間の取引】

当社は、関連当事者間取引を実施しようとする場合は取締役会の承認の決議を経て、取引後、遅滞なく取締役会に報告することを取締役会規程
において定めており、規程に従い、運用することで、取締役会による監視をしております。

また、監査等委員会において、監査等委員会監査等基準に則り監査をしております。

【原則２－６　企業年金のアセットオーナーとしての機能発揮】

当社はコードが想定している基金型・規約型の確定給付年金等を採用しておりません。なお、当社では退職金制度に代わり株式報酬制度を導入
しております。

【原則３－１　情報開示の充実】

１　当社の存在意義を「住む論理」を追求することとし、持続可能な成長を実現するため、オーナー資産の最大化をミッションとして掲げ、その達成
のために2030年までに運用戸数を25万戸超とすることを目指しております。

経営方針／経営戦略／ＪＰＭＣグループ中期経営計画の詳細を当社ホームページにて開示しております。

https://www.jpmc.jp/ir/

２　当社は、持続的な成長による企業価値の向上と、企業経営の健全性を重視した企業活動を通じて、長期的かつ安定的な株主価値の向上を目
指しております。そのために、経営効率の向上、経営の透明性・ 公平性の確保、意思決定の迅速化、監督機能の強化に努め、ステークホルダー

に対する経営責任を果たしてまいります。

３

（１）方針

取締役の報酬等は役位・職責等に加え、前連結会計年度における会社業績を反映し、業務執行状況等も勘案して決定しております。

（２）手続き

委員長及びその過半数を社外取締役にて構成される任意の指名・報酬委員会の審議・答申を踏まえ、取締役会にて決定しております。

※取締役の報酬等の決定に関する方針と手続きの詳細については、本報告書の「２．１．【取締役報酬関係】報酬の額又はその算定方法の決定
方針の開示内容」に記載していますので、ご参照ください。

４　

（１）方針

取締役（監査等委員である取締役を除く）は、当社が定める取締役候補者の選解任基準・手続に基づき、当社の企業価値を中長期的に向上させ
ることに資するため、多様な知識・経験・能力を有する者を選任することを方針とします。

また、監査等委員は、当社が定める監査等委員候補者の選解任基準・手続に基づき、当社の属する業界に精通した者と、経営監視機能の客観
性・中立性を確保するために、独立性・専門性の高い社外の者を指名しております。

（２）手続き

委員長及びその過半数を社外取締役にて構成される任意の指名・報酬委員会の審議・答申を踏まえ、取締役会にて決定しております。

５　各候補者の選任理由については株主総会招集通知にて開示しております。



（第22回定時株主総会招集通知：https://ssl4.eir-parts.net/doc/3276/announcement/97083/00.pdf）

【補充原則３－１③　サステナビリティについての取り組み等】

＜サステナビリティについての取り組み＞

当社グループのパーパスである「住む論理を追求する」とは、社会課題と向き合い、持続可能な賃貸経営を追求することを意味しております。スク
ラップ＆ビルドを繰り返すのではなく、オーナーの所有する既存の物件をリユースすることがサステナビリティの実現に寄与するものと考えておりま
す。

当社グループは、「気候関連財務情報開示タスクフォース（TCFD）」の最終報告書（TCFD提言）に賛同しております。また、2022年10月、代表取締
役社長執行役員を委員長とする「サステナビリティ委員会」を設置し、優先して取り組む重要課題（以下、マテリアリティという）を特定いたしました。

当社グループでは気候変動への取り組みをホームページで開示しております。開示内容は当社WEBサイトをご参照ください。

https://www.jpmc.jp/wp-content/uploads/2023/10/231002.pdf

＜人的資本や知的財産への投資等＞

大きな有形の資産・設備を保有しない業態である当社にとって、最も重要な経営資源である人的資本を有効に活用し、かつ人材が長く安心して活
躍できるようにすることは、経営にとって非常に重要な課題となります。当社は業務執行の審議・決定機関である執行役員会と、CxOをコアメン
バーとして定期的に開催するプレジデント会議において、この課題を共有するとともに、施策の検討と決定を行い、施策を実施しております。具体
的な施策は以下の通りです。

・ダイバーシティの推進

労働人口の減少が続くと見込まれるなか、女性の活躍は企業の存続にとって不可欠であるという認識のもと、採用場面においても女性の採用を
積極的に進めており、現在の当社の女性比率は47.4%となっております。施策としては、育児休業を挟んだ子育て世代の女性社員も多く活躍して
頂けるよう、フレックスタイムやテレワークの活用、残業減少を狙いとしたIT環境の整備に取り組んでおります。加えて2024年度からは、女性社員
が多く働く営業事務の職場においては、総合職への転換によるスーパーバイザーを任命していくことにより、女性管理職候補の育成を開始するこ
とも進めており、その延長線として女性管理職、女性役員の比率の向上に繋げていきたいと考えております。また、障害者雇用率は法定を上回る
2.4%を達成しているほか、国内市場のみの事業展開でありながら、外国籍の社員も在籍しており、多様性に富んだ人材ポートフォリオを実現してい
ます。

・健康経営の推進

一定年齢以上の従業員に対しては、法の要請を超えた検診項目を提供する人間ドックの受診を可能にしているほか、カウンセラーの定期的な訪
問によるカウンセリング機会の提供を行っており、心身の健康の維持・向上に向けた体制を整えております。加えて、広域営業体制をとっている当
社にとって不可欠な自動車の運転については、安全性を確保するため、新入社員教育の中に運転講習を組み込むなどして、労働災害の防止にも
配慮しております。こうした取り組みを通じて、2023年度においては、経済産業省による健康経営優良法人認定制度にて、「健康経営優良法人202
3」に認定されております。

・エンゲージメント向上

2023年度より、全社員に対して半年ごとにモチベーションサーベイを実施し、経営・事業・職場・上司という多角的な側面から現状のエンゲージメン
トスコアの把握を行うとともに、各側面に対する従業員の期待度と満足度のギャップ分析を綿密に行い、離職率減少に向けた経営課題の抽出と、
対策案の検討を継続的に行っております。加えて、当社では「全社員の経営参加」を経営の三大基本方針のひとつとして掲げ、全員を対象として
年俸の一部を株式報酬として支給することや、従業員持株会参加者に対しては、世間水準を大きく上回る50%の奨励金の拠出を行っており、自社
の業績の向上に対する貢献と、従業員自身の資産価値との連動性を強調し、経営への参加意識の向上と、やり甲斐・働き甲斐の向上に繋げてい
ます。また、2024年度からは、間接部門の社員に対する目標管理制度の再構築により、評価の納得性の向上を図るとともに、目標へのチャレンジ
による能力開発・人材育成や職場貢献意識を高める機会作りとしております。さらに、新入社員のエンゲージメント維持に向けてのメンター制度を
導入することや、キャリア採用入社者のフォローの強化を図る取り組みを強化しております。このような多角的な取り組みを通じて、エンゲージメン
トスコアの向上に繋げていく所存です。

・マインドとスキルの向上

すでに制定されている「JPMCクレド」のさらなる定着に向けて、毎朝Web経由でクレドの一節を配信する「Today’s クレド」の取り組みを行うなど、継

続した浸透策の展開を行っております。教育面については、新入社員研修、入社２年目研修、年４回の中途採用者研修を、人事部門とアカデミー
事業室とでカリキュラムを分担し、さらに外部研修機関も活用するなどして、推進しております。Web会議を活用して全国の従業員の参加によるセミ
ナーや説明会、社内Web掲示板を活用した情報発信により、世間トップクラスの賃貸経営ソリューション企業の従業員に相応しい専門知識やスキ
ルの浸透を図る取り組みも行っています。加えて、当社として必要な資格の取得プロセスを通じて専門知識を知得してもらうことを狙いとして、各種
の資格取得の補助や、祝い金、資格手当の充実にも努めております。その結果、当社グループにおける主な資格の保有者は、2023年12月末時
点で宅地建物取引士95名、賃貸不動産経営管理士資格101名となっております。

【補充原則４－１①　経営陣に対する委任の範囲】

取締役会は、法令または定款で定める事項のほか、会社の業務執行に関連する重要事項を決定するとともに、取締役および執行役員の職務の
執行を監督しております。

部門業務執行に関する重要事項等については、執行役員会に権限委譲し意思決定を機動的に行っております。

意思決定にあたっての責任と権限を明確化するため、決裁権限基準を定めております。

当社は、「取締役会規程」、「執行役員会規程」、「業務分掌及び職務権限規程」において、業務範囲および職務権限に関する事項を定めておりま
す。

【原則４－９　 独立社外取締役の独立性判断基準および資質】

当社は、独立社外取締役の候補者を選定するにあたり、会社法および東京証券取引所が定める独立性基準に則るとともに、企業経営やコンプラ
イアンス等の専門領域における豊富な経験や知識を有し、積極的に提言・提案や意見を表明することができる人物を選定しております。

【補充原則４－10①　独立した諮問委員会の設置】

当社の取締役会は独立社外取締役にて過半数を構成しております。

加えて当社は、取締役の指名・報酬の決定に係る公正性・客観性を強化するため、取締役会の諮問機関として、任意的に指名・報酬委員会を設
置しております。委員会は委員長を社外取締役とし、委員の過半数を社外取締役で構成することで独立性を確保しており、取締役の指名・報酬に
係る審議事項につき、諮問を受け、協議を行っております。

主な審議事項は以下のとおりです。

1. 代表取締役の選定、取締役候補者の指名に関する方針の審議

2. 株主総会に付議する取締役の選任・解任議案の原案の審議



3. 経営陣幹部（グループCxO）の選定議案の審議

4. 取締役の報酬総額

5. 取締役の個人別報酬の内容の決定に関する方針案の審議、等

【補充原則４－11①　取締役会全体としてのバランス・多様性・規模等に関する考え方】

取締役会は、専門知識や経験等のバックグラウンドが異なり、ジェンダーや職歴、年齢などを踏まえて多様な取締役で構成します。

員数は定款の定めに従い、以下の観点から最も効果的・効率的に取締役会の機能が発揮できる適切な員数を維持します。

　１．経営の意思決定および監督を行うために十分な多様性を確保できること

　２．取締役会において独立社外取締役を中心とした議論の活性化が図れること

社外での豊富な経験や専門性を当社の経営に活かすとともに、取締役会の監督機能強化と経営の透明性向上を図るため、過半数以上を独立社
外取締役としております。

また、取締役会全体として専門知識や経験等のバックグラウンドが異なり、求められる知識・経験・能力のバランスに配慮の上、ジェンダーを含む
その多様性も確保しつつ、取締役の有するスキル等の組み合わせ（スキルマトリックス）を開示しております。

社外取締役については、会社法で要求される善管注意義務・忠実義務を果たすことが可能な者であって、企業経営者としての豊富な経験や金融
行政に携わった知見、財務・会計、法務などの高い専門的知見を持つ者など、多様性を意識して、社内取締役とは別の視点・観点による助言・監
督機能を期待できる者を選任しております。

【補充原則４－11②　 社外取締役の他の上場会社の役員の兼任状況】

取締役が当社以外の上場会社の役員を兼任する場合、その数は合理的な範囲内にとどめるよう努めるとともに、事業報告および株主総会参考
書類において、各取締役の他の上場会社を含む重要な兼職を開示しております。

【補充原則４－11③　取締役会の実効性についての分析・評価の概要】

当社では、持続的な企業価値向上・取締役会の更なる実効性向上を図るため、外部機関を活用し取締役会全体の実効性評価アンケートを実施し
ております。結果は以下のとおりであり、取締役会は有効に機能し、その役割を適切に果たしていることが確認されました。一方で、更なる実効性
の向上への取り組みについて、引き続き対応していくことが確認されました。

（構成）

取締役会の規模、独立社外取締役の割合、資質は概ね適切であります。一方、取締役会の多様性の確保という課題があることを認識しておりま
す。

（運営）

取締役会の議題を十分に議論するために必要な情報提供がなされており、更なる実効性の向上を図るべく、社外取締役に対する事前説明や論
点整理、背景を理解するうえで必要な関連情報の提供など、運用改善にも取り組んでいます。また、取締役のトレーニングの機会提供も向上させ
る必要があると認識しております。

（議題・審議の状況）

取締役会で取り扱われている議題や審議時間は適切であり、各取締役は議題の事前理解や情報提供に自ら努めるとともに、その知識・経験を活
かし、議論は適正に行われています。経営上の重要な事項について、社外取締役による客観性・合理性のある意見も取り入れながら、意思決定
は適切に行われていると認識しております。

【補充原則４－14②　取締役に対するトレーニングの方針】

当社は内部昇格による新任役員については、取締役として遵守すべき法的な義務、責任および事業に関連する各種法令等の情報を提供し、その
後も継続して外部セミナーや外部団体への加入等により事業経営上必要となる知識や能力を向上させることを方針としております。

また、社外取締役については、経営理念や企業文化、事業内容、財務、組織等、社内の情報について共有する機会を設けております。各種会議、
経営幹部との会合への参加、必要に応じて外部セミナーの受講を推奨しております。

【原則５－１　株主との建設的な対話に関する方針】

当社のＩＲ活動は、持続的な成長と中長期的な企業価値の向上を目指しております。

そのため、当社に関する重要な情報を正確にわかりやすく、公平かつ適時・適切に開示することにより、経営の透明性を高めるとともに、当社につ
いての理解を深めていただくことを方針としております。

グループCFOがファイナンス本部、アドミニストレーション本部と日常的に連携を図り、関係部署からの情報収集と経営陣との共有を図る体制を
とっております。

株主からの対話については、グループCEO・CFOを中心に合理的な範囲で面談に応じております。

当社は、株主との建設的な対話を促進するため、アナリスト・国内外の機関投資家向けに半期に１回、説明会を開催しております。

個人投資家に対しても、適宜説明会の実施をしております。

対話を通して把握した株主や投資家からの意見などは、定期的に取締役会で報告を行い、今後の経営に活かすように努めております。



２．資本構成

外国人株式保有比率 10%以上20%未満

【大株主の状況】

氏名又は名称 所有株式数（株） 割合（％）

株式会社ムトウエンタープライズ２ 4,273,800 24.04

日本マスタートラスト信託銀行株式会社（信託口） 1,743,400 9.81

ゴールドマン　サックス　インターナショナル 1,019,800 5.74

ゴールドマン・サックス・アンド・カンパニーレギュラーアカウント 994,000 5.59

光通信株式会社 587,100 3.30

武藤　英明 505,365 2.84

NORTHERN　TRUST　CO.（AVFC）　RE　NON　TREATY　CLIENTS　ACCOUNT 445,730 2.51

ＭＢＣ開発株式会社 426,600 2.40

株式会社日本カストディ銀行（信託口） 365,300 2.05

光通信株式会社 325,206 1.83

支配株主（親会社を除く）の有無 ―――

親会社の有無 なし

補足説明

―――

３．企業属性

上場取引所及び市場区分 東京 プライム

決算期 12 月

業種 不動産業

直前事業年度末における（連結）従業員
数

100人以上500人未満

直前事業年度における（連結）売上高 100億円以上1000億円未満

直前事業年度末における連結子会社数 10社未満

４．支配株主との取引等を行う際における少数株主の保護の方策に関する指針

―――

５．その他コーポレート・ガバナンスに重要な影響を与えうる特別な事情

―――



Ⅱ経営上の意思決定、執行及び監督に係る経営管理組織その他のコーポレート・ガバナンス体制の状況

１．機関構成・組織運営等に係る事項

組織形態 監査等委員会設置会社

【取締役関係】

定款上の取締役の員数 13 名

定款上の取締役の任期 1 年

取締役会の議長 社外取締役

取締役の人数 9 名

社外取締役の選任状況 選任している

社外取締役の人数 5 名

社外取締役のうち独立役員に指定され
ている人数

5 名

会社との関係(1)

氏名 属性
会社との関係(※)

a b c d e f g h i j k

川久保　公司 他の会社の出身者

細田　隆 他の会社の出身者

小松　啓志 他の会社の出身者

上田　泰司 公認会計士

桜井　祐子 弁護士

※　会社との関係についての選択項目

※　本人が各項目に「現在・最近」において該当している場合は「○」、「過去」に該当している場合は「△」

※　近親者が各項目に「現在・最近」において該当している場合は「●」、「過去」に該当している場合は「▲」

a 上場会社又はその子会社の業務執行者

b 上場会社の親会社の業務執行者又は非業務執行取締役

c 上場会社の兄弟会社の業務執行者

d 上場会社を主要な取引先とする者又はその業務執行者

e 上場会社の主要な取引先又はその業務執行者

f 上場会社から役員報酬以外に多額の金銭その他の財産を得ているコンサルタント、会計専門家、法律専門家

g 上場会社の主要株主（当該主要株主が法人である場合には、当該法人の業務執行者）

h 上場会社の取引先（d、e及びｆのいずれにも該当しないもの）の業務執行者（本人のみ）

i 社外役員の相互就任の関係にある先の業務執行者（本人のみ）

j 上場会社が寄付を行っている先の業務執行者（本人のみ）

k その他



会社との関係(2)

氏名
監査等
委員

独立
役員

適合項目に関する補足説明 選任の理由

川久保　公司 　 ○
【重要な兼職先】

なし

みずほ信託銀行株式会社及び株式会社みず
ほ銀行をはじめとして各社における経営者とし
ての豊富な経験と、金融、不動産を含む幅広い
見識を有しており、当社の持続的な成長および
中長期的な企業価値向上に貢献いただいてお
ります。また、2023年3月に当社社外取締役に
就任と同時に、取締役会議長及び任意の指
名・報酬委員会の委員長として、当社のコーポ
レートガバナンス強化に関するリーダーシップ
を振るわれており、引き続き社外取締役として
選任いたしました。また、同氏は当社の社外取
締役として一般株主と利益相反の生じるおそれ
がないと判断される客観的な立場にあり、独立
役員として届け出ております。

細田　隆 　 ○

【重要な兼職先】

弁護士法人Ｙ＆Ｐ法律事務所　オブカウン
セル

株式会社ロココ　社外監査役

前澤工業株式会社　社外取締役

大蔵省（現財務省）入省後、地方公営企業の担
当審議官、関東財務局長、地方銀行の代表取
締役副社長を歴任するなど、財政・金融分野で
の豊富な経験と知見とともに、会社経営の責任
を担った経験も有しております。また、コーポ
レートガバナンスにも造詣が深く、当社社外取
締役として経営に対する助言・監督等での貢献
を頂いており、引き続き社外取締役として選任
いたしました。また、同氏は当社の社外取締役
として一般株主と利益相反の生じるおそれがな
いと判断される客観的な立場にあり、独立役員
として届け出ております。

小松　啓志 ○ ○
【重要な兼職先】

ユニカ食品株式会社　監査役

当社の属する賃貸不動産業界での取締役とし
ての経験を持ち、当社事業や不動産業界への
理解も深く、これらの経験や知見を活かした専
門的・経営的視点からの監査を通じ、当社経営
の健全性確保に貢献していただけるものと判
断し、引き続き監査等委員である社外取締役と
して選任いたしました。また、同氏は当社の社
外取締役として一般株主と利益相反の生じる
おそれがないと判断される客観的な立場にあ
り、独立役員として届け出ております。

上田　泰司 ○ ○
【重要な兼職先】

上田公認会計士事務所　代表

過去に直接経営に関与した経験はありません
が、公認会計士及び税理士としての専門的な
知識・経験等に基づき、客観的な立場から当社
の経営を監督していただくため、引き続き監査
等委員である社外取締役として選任いたしまし
た。また、同氏は当社の社外取締役として一般
株主と利益相反の生じるおそれがないと判断さ
れる客観的な立場にあり、独立役員として届け
出ております。

桜井　祐子 ○ ○

【重要な兼職先】

桜井法律事務所　代表

株式会社イデア・レコード　社外監査役

株式会社ビジコム　社外監査役

株式会社サインド　社外監査役

過去に社外役員となること以外の方法で直接
会社経営に関与した経験はありませんが、弁
護士としての活躍だけでなく、官庁における行
政の経験も有しており、法律・行政の両面にわ
たる専門的な知見や経験に基づき、当社の経
営の適法性・コンプライアンスを中心に、助言・
監督等での貢献が期待できることから、監査等
委員である社外取締役としての職務を適切に
遂行できると判断し、監査等委員である社外取
締役として選任いたしました。また、同氏は当
社の社外取締役として一般株主と利益相反の
生じるおそれがないと判断される客観的な立場
にあり、独立役員として届け出ております。



【監査等委員会】

委員構成及び議長の属性

全委員（名） 常勤委員（名）
社内取締役
（名）

社外取締役
（名）

委員長（議長）

監査等委員会 3 0 0 3 社外取締役

監査等委員会の職務を補助すべき取締
役及び使用人の有無

なし

現在の体制を採用している理由

　当社は、監査等委員会の職務を補助する取締役及び使用人は置いておりませんが、以下の体制を構築することで業務執行取締役からの独立
性が確保できるものと認識しております。

（１）監査等委員会から職務補助者設置の要請があった場合にはこれに応じる。その場合、監査等委員会の職務補助者の人事異動等については
監査等委員会と事前に協議し、職務補助者の取締役からの独立性を確保するように十分に留意する。

（２）監査等委員会から当該要請が行われない間は、アドミニストレーション本部長又はアドミニストレーション本部長の指名する者（子会社におい
ては代表取締役又は代表取締役の指名する者）が必要に応じて監査等委員会の職務を補助する。

（３）当該職務補助者は取締役をはじめ組織上の上長の指揮命令を受けないこととする。

監査等委員会、会計監査人、内部監査部門の連携状況

　内部監査を行う監査等委員会と内部監査室との関係は、随時情報交換を実施しており、それぞれの監査過程で発見された事項に関する情報を
共有することにより、全社的な業務改善に連携して取り組む体制としております。また、監査等委員会及び内部監査室は、会計監査人とも定期的
に意見交換を実施する体制とし、三者の異なる立場からの監査を有機的に連携させることにより、当社業務の適正確保に努めております。

【任意の委員会】

指名委員会又は報酬委員会に相当する
任意の委員会の有無

あり

任意の委員会の設置状況、委員構成、委員長（議長）の属性

委員会の名称 全委員（名）
常勤委員
（名）

社内取締役
（名）

社外取締役
（名）

社外有識者
（名）

その他（名）
委員長（議
長）

指名委員会に相当
する任意の委員会

指名・報酬委員会 6 0 1 5 0 0
社外取
締役

報酬委員会に相当
する任意の委員会

指名・報酬委員会 6 0 1 5 0 0
社外取
締役

補足説明

取締役会の諮問機関である任意の指名・報酬委員会は、独立社外取締役が議長を担うとともに、委員の過半数を独立社外取締役で構成すること
で、取締役（監査等委員である取締役を除く）の報酬及び指名等の決定に関する手続きに対し、客観性・透明性を高め、コーポレート・ガバナンス
体制の一層の充実を図っております。



【独立役員関係】

独立役員の人数 5 名

その他独立役員に関する事項

―――

【インセンティブ関係】

取締役へのインセンティブ付与に関する
施策の実施状況

その他

該当項目に関する補足説明

　施策として譲渡制限付株式報酬制度の導入を2018年３月29日開催の第16回定時株主総会において決議いたしました。

　本制度は株主との価値共有を一層促進すること及び中長期の業績及び株主価値の持続的な向上に対するインセンティブ、又は健全かつ透明
性のある経営の仕組みの構築・維持に対するインセンティブとして機能させることを目的として、一定期間、自由に譲渡その他の処分をすることが
できないこと及び一定の事由が生じた場合には当社が無償取得することを条件に当社普通株式を社外取締役及び監査等委員である取締役を除
く当社の取締役に付与するものであります。

ストックオプションの付与対象者

該当項目に関する補足説明

―――

【取締役報酬関係】

（個別の取締役報酬の）開示状況 個別報酬の開示はしていない

該当項目に関する補足説明

（2023年12月期）

取締役（監査等委員を除く）に対する年間報酬総額　５名　133,910千円（うち社外２名18,996千円）

取締役（監査等委員）に対する年間報酬総額　３名　9,600千円（うち社外３名9,600千円）

報酬の額又はその算定方法の決定方針
の有無

あり

報酬の額又はその算定方法の決定方針の開示内容

1．取締役の報酬等の額又はその算定方法の決定に関する方針

当社は、取締役会において、監査等委員を除く取締役の個人別の報酬等の内容に係る決定方針を決議しております。なお、当社は監査等委員で
ある取締役が議長を担うとともに、委員の過半数を社外取締役で構成する任意の報酬委員会を設置しており、取締役に関する報酬制度の運用に
ついては、この報酬委員会における審議及び取締役会への答申を踏まえ、取締役会にて決定しております。

2．取締役の報酬等の額又はその算定方法の決定に関する方針の内容の概要

　取締役の個人別の報酬等の内容に係る決定方針の内容は次のとおりです。

イ．取締役（監査等委員である取締役を除く。）

　金銭報酬である基本報酬と譲渡制限付株式報酬で構成しております。基本報酬については持続的な企業価値向上に資するものであること、お



よび優秀な人材の確保を実現するものであることを基本として決定することとしております。

　具体的には、役位・職責に基づく基本報酬に加え、前連結会計年度における会社業績を反映し、株主総会で決議された報酬限度額の範囲内
で、各取締役への年間基本報酬を決定するものとしております。また、当社グループの持続的な成長並びに企業価値の持続的な向上を図ること
に寄与するとともに、株主の皆様との一層の価値共有を進めることを目的として、上記金銭報酬の一定割合を譲渡制限付株式報酬として支給す
るものとしております。

ロ．監査等委員である取締役

　基本報酬により構成しております。報酬額については株主総会決議により定められた上限額の範囲内で、監査等委員である取締役の協議によ
り決定しております。

3．当事業年度に係る取締役の個人別の報酬等の内容が決定方針に沿うものであると取締役会が判断した理由

　取締役会は、当事業年度に係る取締役の個人別の報酬等について、報酬等の内容の決定方法及び決定された報酬等の内容が当該決定方針
と整合していることを確認しており、当該決定方針に沿うものであると判断しております。

【社外取締役のサポート体制】

　社外取締役に対する情報伝達は、グループCFOとアドミニストレーション本部長が定期的に行い、取締役会及び執行役員会の開催に際しては資
料を事前に配布するとともに、必要に応じて事前説明を行う等のサポート体制を整えております。

２．業務執行、監査・監督、指名、報酬決定等の機能に係る事項（現状のコーポレート・ガバナンス体制の概要）

　当社は、長期的かつ安定的な株主価値の向上、企業価値の最大化及び企業経営の健全性を重視した企業活動を目的としております。その実
現のために、株主の皆様や不動産オーナー、入居者をはじめ、提携企業、取引先、地域社会、従業員等の各ステークホルダーに対し、賃貸住宅
経営を通じて「ウェルス」と「安心・安全・安定」を提供し続けることを優先課題としております。このため当社は、経営効率の向上、経営の透明性、
公平性の確保及びコンプライアンスの徹底に向けた監視・監督機能の強化が、重要な経営課題であると認識しております。

（１）企業統治の体制の概要

　当社は、会社法に基づく機関として、株主総会及び取締役の他、取締役会、監査等委員会、会計監査人を設置しております。

　また、当社では経営の意思決定機能・監督機能と業務執行機能を分離することで、ガバナンスを一層強化するとともに、役員の責任と権限を明
確化することを目的として執行役員制度を採用し、業務運営上の重要課題を審議する執行役員会を隔週で開催しております。

　当社は、取締役（監査等委員である取締役を除く。）の報酬の決定に関して、独立社外取締役の適切な関与・助言を得ることにより、客観性・透
明性を高め、コーポレート・ガバナンス体制の一層の充実を図ることを目的として、独立社外役員が過半数を構成する任意の指名・報酬委員会を
設置しております。

　また、当社は、会社の持続的成長と中長期的な企業価値の向上に重要な役割を担う経営層の人事等に関して、その決定に係るプロセスの客観
性及び透明性を高め、経営とガバナンス体制をより一層充実・強化することを目的に、取締役候補者の選任議案、代表取締役の選定議案等につ
いて、任意の指名・報酬委員会に諮問しております。

　あわせて、当社グループのパーパスである「住む論理」を起点とした社会や環境への取り組みをより一層強化するために、「サステナビリティ委
員会」を設置しております。

　内部監査室につきましては、監査等委員会との協力関係の下、年間計画を立てて必要な内部監査を実施する体制としております。また、監査等
委員である取締役は独立性の高い社外取締役を登用しております。このような社外取締役による経営への牽制機能の強化や、各機関相互の連
携により、経営の健全性・効率性及び透明性が十分に確保できるものと認識しているため、現状の企業統治体制を採用しております。

ａ．取締役会

　取締役会は、取締役（監査等委員である取締役を除く。）６名（社外取締役２名を含む。）及び監査等委員である社外取締役３名で構成され、公正
なる経営の実現を目指し法令、定款に定められた事項及び会社の重要な事項等を審議・決定しております。議長は独立社外取締役 川久保公司

であります。

　取締役会は原則毎月１回開催するほか必要に応じて随時開催します。当事業年度における開催は合計15回であり、当事業年度途中で選任され
た川久保公司は全10回、その他の全取締役は全15回に出席しております。

ｂ．監査等委員会

　監査等委員会は、監査等委員である社外取締役３名で構成され、経営を監視する役割を担っております。議長は監査等委員長 小松啓志であり

ます。

ｃ．執行役員会

　執行役員会は執行役員で構成され、取締役会決議に基づく業務執行の決定のほか、業務執行についての方針及び計画の策定等を行っており
ます。議長は代表取締役 社長執行役員 武藤英明であります。

ｄ．指名・報酬委員会

　任意の指名・報酬委員会は取締役（監査等委員である取締役を除く。）３名及び監査等委員である社外取締役３名の計６名の委員で構成され、
その過半数である５名が独立社外取締役であり、委員長は独立社外取締役 川久保公司であります。取締役の報酬等の内容に係る決定に関する

方針や取締役の報酬等の内容について、取締役会に対して答申を行うとともに、取締役会の諮問に応じて、代表取締役の選任・解任、株主総会
に提出する取締役選任議案の内容及び最高経営責任者（CEO）の後継者育成に関する方針等の事項を審議し、取締役会に対する答申を行いま
す。当事業年度における開催は１回であり、委員全員の出席のもと、第21回定時株主総会に提出する取締役選任議案の内容、取締役の報酬の
内容に係る決定に関する方針の確認と、取締役の報酬の内容について審議し、取締役会に答申を行っております。

ｅ. サステナビリティ委員会

　サステナビリティ委員会は、当社のサステナビリティ活動に関する全体計画の立案、進捗状況のモニタリング、達成状況の評価を行い、取締役
会に報告・提言を行います。代表取締役社長執行役員を委員長とし、委員は委員長が指名する取締役により構成いたします。

（２）内部監査及び監査等委員会監査及び会計監査の状況

ａ．内部監査

　当社の業務遂行上の不正・誤謬を未然に防止し、経営の合理化に寄与することを目的とし、代表取締役直轄の機関として独立した内部監査室



（１名）を設置しております。

　当社の内部監査は、毎期策定される内部監査計画に基づき、全部門及び子会社の全事業所を対象としており、当該監査結果については代表取
締役宛に都度報告されております。

ｂ．監査等委員会監査

　当社の監査等委員会は社外取締役３名により構成されております。毎期策定される監査計画に基づく実地監査の他、内部監査部門から定期的
に内部監査の実施状況及びその結果の報告を受けるとともに、必要に応じて、当社及びグループ会社の役職員に対し、報告を求めることができる
体制としております。また、監査等委員の高度な専門性・知識・経験等を有効に活かして各監査等委員間での意見交換を行うなど連携し、監査・監
督の実効性を高めております。

　なお財務・会計に関する知見を有する監査等委員の選任状況については、公認会計士及び税理士の資格を有する社外取締役（上田泰司氏）を
選任しております。

　監査等委員会は月１回に加えて必要に応じて臨時で開催し、効率的で質の高い監査の実現を図ります。当事業年度において当社は監査等委
員会を14回開催しており、全員が全14回に出席しております。

　監査等委員会における具体的な検討事項は、監査方針及び監査計画の策定、月次の監査状況の報告、監査報告書の作成、会計監査人の評
価・再任・選解任及び報酬の同意等があり、必要に応じて業務執行部門から報告を求め、当社の業務執行状況に関する情報を収集しております。

c．内部監査、監査等委員会監査及び会計監査の相互提携

　内部監査を実施する内部監査室と監査等委員会は、随時情報交換を実施しており、それぞれの監査過程で発見された事項に関する情報を共
有することにより、全社的な業務改善に連携して取り組む体制としております。また、内部監査室及び監査等委員会は、会計監査人とも定期的に
意見交換を実施する体制とし、三者の異なる立場からの監査を有機的に連携させることにより、当社業務の適正確保に努めております。

（３）社外取締役

　当社では、社外取締役を５名（うち３名は監査等委員である取締役）選任することで、経営監督機能の強化及び経営の透明性、適正性の確保を
図っております。社外取締役の選任にあたり、会社法及び東京証券取引所が定める基準に則るとともに、企業経営やコンプライアンス等の専門領
域における豊富な経験や知識を有し、当社経営陣から独立した立場で積極的に提言・提案や意見を表明することができ、社外役員としての職務を
遂行できることを基本的な考え方としております。

　社外取締役 川久保公司氏は、提出日現在において当社株式1,700株を保有しております。当社と川久保公司氏との間に、人的関係、資本的関

係又は取引関係等の特別な利害関係はありません。

　社外取締役 細田隆氏は、提出日現在において当社株式400株を保有しております。当社と細田隆氏との間に、人的関係、資本的関係又は取引

関係等の特別な利害関係はありません。

　社外取締役 小松啓志氏は、提出日現在において当社株式3,800株を保有しております。当社と小松啓志氏との間に、人的関係、資本的関係又

は取引関係等の特別な利害関係はありません。

　社外取締役 上田泰司氏は上田公認会計士事務所代表であり、提出日現在において当社株式6,300株を保有しております。当社と上田泰司氏と

の間に、人的関係、資本的関係又は取引関係等の特別な利害関係はありません。

　社外取締役 桜井祐子氏は桜井法律事務所代表であり、提出日現在において当社株式900株を保有しております。当社と桜井祐子氏との間に、

人的関係、資本的関係又は取引関係等の特別な利害関係はありません。

３．現状のコーポレート・ガバナンス体制を選択している理由

　当社は、会社法に基づく機関として、株主総会及び取締役の他、取締役会、監査等委員会、会計監査人を設置しております。また、経営の意思
決定機能・監督機能と業務執行機能を分離することで、ガバナンスを一層強化するとともに、役員の責任と権限を明確化することを目的として執行
役員制度を採用しております。

　取締役会の構成員は独立性の高い社外取締役にて過半数を占めております。社外取締役２名ならびに監査等委員である取締役３名による経
営への監督・牽制機能の強化や、各機関相互の連携により、経営の健全性・効率性及び透明性が十分に確保できるものと認識しているため、現
状の企業統治体制を採用しております。

Ⅲ株主その他の利害関係者に関する施策の実施状況

１．株主総会の活性化及び議決権行使の円滑化に向けての取組み状況

補足説明

集中日を回避した株主総会の設定 当社は12月決算であり、2023年12月期の定時株主総会は3月26日に開催いたしました。

電磁的方法による議決権の行使
パソコンやスマートフォンなどから議決権が行使できる、インターネットによる議決権行使
ウェブサイトを開設しております。

議決権電子行使プラットフォームへの参
加その他機関投資家の議決権行使環境
向上に向けた取組み

㈱ＩＣＪが運営する議決権電子行使プラットフォームに参加しております。

招集通知（要約）の英文での提供 当社ウェブサイト及びTDnetで英訳（要約）を日本語と同時に掲載しております。



２．ＩＲに関する活動状況

補足説明

代表者
自身に
よる説
明の有
無

ディスクロージャーポリシーの作成・公表
当社はディスクロージャーポリシーを策定し、当社ホームページに掲載しており
ます。

個人投資家向けに定期的説明会を開催 半期に1回開催しております。 あり

アナリスト・機関投資家向けに定期的説
明会を開催

半期に1回開催しております。 あり

海外投資家向けに定期的説明会を開催
海外機関投資家を個別訪問又はウェブを通じて個別面談を実施するとともに、
来社対応もしております。

あり

IR資料のホームページ掲載 当社ホームページに掲載しております。

IRに関する部署（担当者）の設置 CFO及びファイナンス本部内のＩＲチームが担当しております。

３．ステークホルダーの立場の尊重に係る取組み状況

補足説明

社内規程等によりステークホルダーの立
場の尊重について規定

当社は、パーパス・ミッション・ビジョンを定義し、経営理念、三大経営方針、企業倫理規範
７箇条及び行動指針10則を制定し、これらを記載したクレドをグループ会社の全役職員に
配布しております。この内容は社員入社時に説明を行い、入社後は毎日の朝礼において
唱和し、浸透を図っております。

環境保全活動、ＣＳＲ活動等の実施

当社グループではESG（環境・社会・ガバナンス）を尊重し、社会価値を創造する企業をめ
ざすことを基本方針としております。

　2020年12月には、TCFD（気候関連財務情報開示タスクフォース）への賛同を表明いたし
ました。

ステークホルダーに対する情報提供に
係る方針等の策定

全てのステークホルダーに対し、取引の公正性の観点から、関係法令及び取引所が定め
る適時開示規則等を遵守し、投資判断の根拠となる情報を適時・適切に開示することを情
報開示の基本方針としております。

（https://www.jpmc.jp/ir/disclosure/）

Ⅳ内部統制システム等に関する事項

１．内部統制システムに関する基本的な考え方及びその整備状況

内部統制システムの基本方針について、取締役会において以下のとおり決議しております。

１．当社の取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制

　定期的に開催する取締役会において各取締役から職務執行状況について報告するとともに、監査等委員会による定期的な監査を実施すること
によって、法令及び定款に反する行為の有無を監視する。

２．当社の使用人の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制

　使用人は職務の執行状況を定期的に取締役に報告し、内部監査室において、内部監査規程に基づいて計画的な内部監査を実施することにより
法令及び定款に反する行為の有無を監視する。

３．当社の取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制

（１）各種議事録等、職務執行に係る情報を含む文書を文書管理規程の定めに従って、保管する。

（２）当該文書の閲覧又は謄写について取締役及び監査等委員会から要請があった場合にはいつでも当該要請に応じる。

４．当社の損失の危険の管理に関する規程その他の体制

　人事総務部門及び財務部は、日常的に継続してリスク対策等の状況の把握・検証に努め、損失の危険性が高まったと判断される状況となった
場合には、アドミニストレーション本部長またはファイナンス本部長を通じて即座に代表取締役及び監査等委員会にその内容を報告し、速やかに
必要な対策を講じる。

５．当社の取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制

（１）取締役の職務執行の効率性を確保する体制の基礎として、取締役会を毎月1回定期的に開催するとともに、必要に応じて臨時取締役会を開



催する。また、各取締役はそれぞれの担当部門が実施すべき具体的な施策を立案・実施し、その運営状況を把握し、必要に応じて改善を図る。

（２）内部監査室は、その各部門において具体的な施策の立案・実施、運用状況を検証するために定期的に内部監査を実施する。

６．当社の子会社の取締役等による職務の執行にかかる事項の当社への報告に関する体制

（１）子会社に対しては、取締役若しくは監査役を当社より派遣して子会社取締役の職務執行の監督又は監査を行う。

（２）当社の取締役会又は執行役員会において決議・報告がなされる事項のほか、以下の事項を代表取締役又はアドミニストレーション本部長もし
くはファイナンス本部長を通じて取締役会又は執行役員会に報告する。

①当社グループに著しい損害を及ぼす恐れがあると判断される事項

②内部監査室が実施した子会社内部監査の結果

③コンプライアンス上重要と判断される事項

④当社グループが社内外に設置する内部通報制度を利用した通報

⑤その他監査等委員会が職務執行上報告を受ける必要があると判断される事項

７．当社の子会社の取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制

（１）当社子会社の取締役は、執行役員会（毎月２回開催）に、代表取締役又は所管するプレジデントを通じて職務執行状況を報告する。

（２）当社の監査等委員会又は子会社の監査役による定期的な監査を実施することによって、法令及び定款に反する行為の有無を監視する。

８．当社の子会社の使用人の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制

　当社子会社の使用人は職務の執行状況を定期的に当社子会社の取締役に報告し、内部監査室において、計画的な子会社内部監査を実施す
ることにより法令及び定款に反する行為の有無を監視する。

９．当社の子会社の取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制

　当社子会社は、各種議事録等、職務執行に係る情報を含む文書を代表取締役又は各部門長の監督の下、保管する。当該文書の閲覧又は謄写
について当社の取締役又は監査等委員会から要請があった場合にはいつでも当該要請に応じる。

10．当社の子会社の損失の危険の管理に関する規程その他の体制

　人事総務部門及び財務部は、当社子会社について日常的に継続してリスク対策等の状況の把握・検証に努め、損失の危険性が高まったと判断
される状況となった場合には、ファイナンス本部長またはアドミニストレーション本部長を通じて即座に代表取締役及び監査等委員会にその内容を
報告し、速やかに必要な対策を講じる。

11．当社の子会社の取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制

（１）当社子会社の代表取締役は、当社子会社の取締役の職務執行の効率性を確保する体制の基礎として、毎月１回定期報告会を開催し、当社
の代表取締役又は取締役グループCFOが参加する。また、子会社の各取締役はそれぞれの担当部門が実施すべき具体的な施策を立案・実施
し、その運営状況を把握し、必要に応じて改善を図る。

（２）内部監査室は、子会社の各部門において具体的な施策の立案・実施、運用状況を検証するために定期的に子会社内部監査を実施する。

12．監査等委員会の職務を補助すべき使用人を置くことを求めた場合における当該使用人に関する事項及び当該使用人の取締役からの独立性
に関する事項

（１）当社グループには、現在、監査等委員会の職務補助者は設置していないが 、監査等委員会から職務補助者設置の要請があった場合にはこ

れに応じる。その場合、監査等委員会の職務補助者の人事異動等については監査等委員会と事前に協議し、職務補助者の取締役からの独立性
を確保するように十分に留意する。

（２）監査等委員会から当該要請が行われない間は、アドミニストレーション本部長又はアドミニストレーション本部長の指名する者（子会社におい
ては代表取締役又は代表取締役の指名する者）が必要に応じて監査等委員会の職務を補助する。

（３）当該職務補助者は取締役をはじめ組織上の上長の指揮命令を受けないこととする。

13．監査等委員会へ報告するための体制及び報告をしたことを理由として不利な取扱いを受けないことを確保するための体制

（１）取締役会において決議・報告がなされる事項のほか、当社及び子会社の取締役、使用人は以下の事項を監査等委員会に報告する。

①当社グループに著しい損害を及ぼす恐れがあると判断される事項

②内部監査室が実施した内部監査の結果

③コンプライアンス上重要と判断される事項

④当社グループが社内外に設置する内部通報制度を利用した通報

⑤その他監査等委員会が職務執行上報告を受ける必要があると判断した事項

（２）前号の報告をした者が、当該報告をしたことを理由として不利益を受けないよう公益通報者保護に関する規程に基づき報告者を保護する。

14．その他監査等委員会の監査が実効的に行われることを確保するための体制

（１）各監査等委員は相互の協議により、それぞれの業務分担を行う。また各監査等委員は必要に応じて代表取締役に対して必要な調査・報告等

を要請することができる。

（２）監査等委員会による会計監査については、各監査等委員が 当社グループの会計監査を担当する監査法人と定期的に情報交換を行うなど連

携を図り、実効性を高める。

（３）各監査等委員又は監査等委員会は監査を行うために必要な外部の専門家等への調査、鑑定又は事務委託の費用を請求することができる。

15．反社会的勢力排除に向けた基本的な体制

　当社グループは社会の秩序や安全に脅威を与える反社会的団体や個人に対して社会常識と正義感を持ち、毅然とした態度で対応し、一切の関
係を持たないことを基本方針とする。平素より、警察、顧問弁護士との連携を密にし、反社会的勢力対応を実施し、不当な資金の提供及び便宜供
与等の不当要求に屈することなく、これを断固として拒絶する。

２．反社会的勢力排除に向けた基本的な考え方及びその整備状況

反社会的勢力排除に向けた基本的な考え方は以下のとおりです。

当社グループは社会の秩序や安全に脅威を与える反社会的団体や個人に対して社会常識と正義感を持ち、毅然とした態度で対応し、一切の関
係を持たないことを基本方針とする。平素より、警察、顧問弁護士との連携を密にし、反社会的勢力対応を実施し、不当な資金の提供及び便宜供
与等の不当要求に屈することなく、これを断固として拒絶する。



反社会的勢力に向けた整備状況は以下のとおりです。

（１）「反社会的勢力排除対応マニュアル」「反社会的勢力の確認方法マニュアル」を制定し、従業員に対し周知徹底を図っております。

（２）特殊暴力防止対策連合会や暴力団追放運動推進都民センターと連携し、必要な情報を収集・交換できる体制を構築しております。

（３）取引先に関しましては、取引を開始する際、インターネット及び日経テレコン等を活用し反社会的勢力との関連を調査・確認しております。

Ⅴその他

１．買収防衛策の導入の有無

買収防衛策の導入の有無 なし

該当項目に関する補足説明

―――

２．その他コーポレート・ガバナンス体制等に関する事項

―――




